
　　　　　　　　３．　入札関係書類等に関する事項

　　　　　　　　　　（１）　入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

　予算決算及び会計令第７５条に基づき、次のとおり一般競争入札に付します。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒９０６－０００３　沖縄県宮古島市平良字島尻８８８　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園　会計班　医薬品担当　花城

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　２月２０日 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０９８０－７２－５３２１　（内線２１５）

　　　　　　　　　　（２）　入札説明書の入手方法及び交付期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入手方法　　　国立療養所宮古南静園のホームページから入手可能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ http://www.nhds.go.jp/~miyako/ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付期間　　　平成３０年２月２０日（火）～ 平成３０年３月２３日（金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（閉庁日を除く９時００分 ～ １７時００分）

　１．　調達内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※インターネットに接続できない場合は、上記（１）の場所でも交付する。ただ

　　　（１）　調達件名及び品目数　　　　　平成３０年度　検査試薬　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、入札説明書の郵送又はファクシミリによる入手申し込みは認められない。

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（２）　単価契約期間　　　　　　　　平成３０年４月１日（日）～ 平成３１年３月３１日（日） 　　　　　　　　　　（３）　競争参加資格確認書類（厚生労働省競争参加資格）及び誓約書・申立書・自己申告書の提出期限

　　　　　　　　　　　

　　　（３）　納入場所　　　　　　　　　　沖縄県宮古島市平良字島尻８８８ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年３月２３日（金）　１７時００分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園

　　　　　　　　　　（４）　入札書の受領期限　　　　平成３０年３月２６日（月）　１０時４５分

　　　（４）　入札方法 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※郵送の場合は受領期限必着とし、受領の確認をする必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　①　入札金額については、（１）の検査試薬の単価について入札する。 　　　　　　　　４．　開札の日時及び場所　　　　　　開札　　　平成３０年３月２６日（月）　１１時００分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所　　　国立療養所宮古南静園（総合棟２階　第１会議室）

　　　　　　　②　入札者は、調達物品の本体価格の他、納入に要する一切の諸経費を含め契約金額に見積るものとする。 　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　５．　その他

　　　　　　　③　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額をもっ

　　　　　　　　て落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった 　　　　　　　　　　（１）　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨　　　日本語及び日本通貨

　　　　　　　　契約金額の１０８分の１００に相当する金額（当該金額に小数点以下第二位未満の端数があるときは、そ

　　　　　　　　の端数金額を切り捨てるものとする）を入札書に記載すること。 　　　　　　　　　　（２）　入札保証金及び契約保証金　　　　　　　　　　免除

　　　　　　　④　開札の結果、各人の入札価格が予定価格を超過したときは、直ちに再度の入札を行うものとする。 　　　　　　　　　　（３）　入札者に要求される事項

　２．　競争参加資格 　　　　　　　　　　　　　　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、本公告２に示した競争参加資格を有することを証明する書類

　　　　　　　　　　　　　　　を、指定する期日までに提出しなければならない。また、入札書の提出時に、支出負担行為担当官が別紙

　　　（１）　予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成 　　　　　　　　　　　　　　　様式に指定する暴力団に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。なお、開札日の前日までの間

　　　　　　年者、被保佐人又は被補助者であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由 　　　　　　　　　　　　　　　において、契約担当官等から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

　　　　　　がある場合に該当する。

　　　　　　　　　　（４）　入札の無効

　　　（２）　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

　　　　　　　　　　　　　　　　本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者

　　　（３）　平成２８・２９・３０年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「物品の販売（医薬品、 　　　　　　　　　　　　　　　の提出した入札書、その他入札の条件に違反した者の提出した入札書は無効とすなる。また、入札に参加

　　　　　　医療用品類）」でＡ、Ｂ等級又はＣ等級に各付けされ、九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 　　　　　　　　　　　　　　　した者が（３）の誓約書を提出しなかった時、若しくは虚偽の誓約をし、誓約書に反することとなった場

　　　　　　　　　　　　　　　合には、当該者の入札を無効とする。

　　　（４）　資格審査申請書又は添付書類に、虚偽の事実を記載してないと認められる者であること。

　　　　　　　　　　（５）　落札者の決定方法

　　　（５）　経営の状況又は信用度が、極端に悪化してないと認められる者であること。

　　　　　　　　　　　　　　　　落札者の決定は、最低入札落札方式をもっておこなう。本公告に示した業務を履行できると支出負担行

　　　（６）　沖縄県内に本店又は支店が存在すること。 　　　　　　　　　　　　　　　為担当官が判断した入札者であって、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格

　　　　　　　　　　　　　　　の制限範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

　　　（７）　予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、当施設において定められた資格を有する者であること。

　　　　　　　　　　（６）　契約書作成の要否　　　　　　　　　　　　　　要

　　　（８）　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

　　　　　　　　　　（７）　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　詳細は入札説明書による。

　　　（９）　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により行政処分

　　　　　　を受け又は送検されていないこと。 　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 （１０） 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（⑤及び⑥につ

　　　　　　いては２保険年度）の保険料について滞納がないこと。

　　　　　　①　厚生年金保険　　　　②　健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）

　　　　　　③　船員保険　　　　　　④　国民年金　　　　　　⑤　労働者災害補償保険　　　　　　⑥　雇用保険

入札公告



　　入札説明書

　　　　　　国立療養所宮古南静園の検査試薬購入に係る入札公告（平成３０年２月２０日付）に基づく入札については、会計法（昭

　　　　　和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）、契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第

　　　　　５２号）、その他の法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。

　　　　　１．　契約担当官　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男

　　　　　　　　　　　　

　　　　　２．　調達内容

　　　　　　　（１）　調達件名及び品目数　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目（別紙「品目内訳書」のとおり）

　　　　　　　（２）　単価契約期間　　　　　　　　　平成３０年４月１日（日）～ 平成３１年３月３１日（日）

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（３）　納入場所　　　　　　　　　　　沖縄県宮古島市平良字島尻８８８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（４）　入札方法

　　　　　　　　　　①　入札金額については、（１）の検査試薬の単価について入札する。

　　　　　　　　　　②　入札者は、調達物品の本体価格の他、納入に要する一切の諸経費を含め契約金額に見積るものとする。

　　　　　　　　　　③　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額をもって落

　　　　　　　　　　　札価格とするので、入札者は消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額

　　　　　　　　　　　の１０８分の１００に相当する金額（当該金額に小数点以下第二位未満の端数があるときは、その端数金額を

　　　　　　　　　　　切り捨てるものとする）を入札書に記載すること。

　　　　　　　　　　④　開札の結果、各人の入札価格が予定価格を超過したときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

　　　　　３．　競争参加資格

　　　　　　　（１）　予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年

　　　　　　　　　　者、被保佐人又は被補助者であっても、契約締結のために必要な同意書を得ている者は、同条中、特別な理由が

　　　　　　　　　　ある場合に該当する。

　　　　　　　（２）　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

　　　　　　　（３）　平成２８・２９・３０年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「物品の販売（医薬品、

　　　　　　　　　　医療用品類）」でＡ、Ｂ等級又はＣ等級に各付けされ、九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。

　　　　　　　（４）　資格審査申請書又は添付書類に、虚偽の事実を記載してないと認められる者であること。

　　　　　　　（５）　経営の状況又は信用度が、極端に悪化してないと認められる者であること。

　　　　　　　（６）　沖縄県内に本店又は支店が存在すること。

　　　　　　　（７）　予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、当施設において定められた資格を有する者であること。

　　　　　　　　　　　（別紙－Ⅲ：自己申告書の提出）

　　　　　　　（８）　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

　　　　（９）　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により行政処分を



　　　　　　　受け又は送検されていないこと。

　　　 （１０） 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（⑤及び⑥につい

　　　　　　　ては２保険年度）の保険料について滞納がないこと。（別紙－Ⅱ：保険料納付に係る申立書の提出）

　　　　　　　①　厚生年金保険　　　　　②　健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）

　　　　　　　③　船員保険　　　　　　　④　国民年金　　　　　　　⑤　労働者災害補償保険　　　　　　　⑥　雇用保険

　　　　　　　注　各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未到来の場合にあっ

　　　　　　　　ては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料に

　　　　　　　　ついて滞納がない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。

　　４．　入札関係書類等に関する事項

　　　　（１）　入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒９０６－０００３　沖縄県宮古島市平良字島尻８８８　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園　会計班　医薬品担当　花城

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０９８０－７２－５３２１　（内線２１５）

　　　　（２）　入札説明書の入手方法及び交付期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入手方法　　　国立療養所宮古南静園のホームページから入手可能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ http://www.nhds.go.jp/~miyako/ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付期間　　　平成３０年２月２０日（火）～ ３月２３日（金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（閉庁日を除く９時００分 ～ １７時００分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※インターネットに接続できない場合は、上記（１）の場所でも交付する。ただ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、入札説明書の郵送又はファクシミリによる入手申し込みは認められない。

　　　　（３）　競争参加資格確認書類（厚生労働省競争参加資格）及び誓約書・申立書の提出期限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年３月２３日（金）　１７時００分

　　　　（４）　入札書の受領期限　　　　　　平成３０年３月２６日（月）　１０時４５分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※郵送の場合は受領期限必着とし、受領の確認をする必要がある。

　　　　（５）　入札書及び委任状の提出方法

　　　　　　　①　競争参加資格者の場合（本店の代表者が直接入札する場合）

　　　　　　　　　　入札書は別紙１の様式にて作成し、直接提出する場合は封筒に入れ封印し、その封皮に氏名（法人の場合

　　　　　　　　　はその名称又は商号。）、宛名「国立療養所宮古南静園支出負担行為担当官殿」と記載及び「平成３０年３

　　　　　　　　　月２６日開札（２０％中性緩衝ホルマリン液外１９６品目）入札書在中」と朱書きしなければならない。本

　　　　　　　　　店の代表者が直接入札する場合は委任状の提出は要しない。

　　　　　　　②　競争参加資格者以外の場合（各支店・営業所等）

　　　　　　　　　　（ア）　支店長・営業所長が入札する場合（代理人）

　　　　　　　　　　　　　　入札書は別紙２の様式にて作成し、①に同じとする。委任状については、競争参加資格者からの

　　　　　　　　　　　　　委任状（別紙５の様式）を提出するものとする。

　　　　　　　　　　（イ）　本店の社員が入札する場合（代理人）

　　　　　　　　　　　　　　入札書は別紙３の様式にて作成し、①に同じとする。委任状については、競争参加資格者からの

　　　　　　　　　　　　　委任状（別紙６の様式）を提出するものとする。

　　　　　　　　　　　　　（ウ）　支店・営業所等の社員が入札する場合（復代理人）



　　　　　　　　　　　　　　　　　入札書は別紙４の様式にて作成し、①に同じとする。委任状については、競争参加資格者からの

　　　　　　　　　　　　　　　　委任状（別紙７の様式）を提出するものとする。

　　　　　　　　　　　　　（エ）　上記各委任状の提出がない入札書は無効となるので注意すること。

　　　　　　　　　　③　入札者は、提出した入札書の引き換え、変更又は取消しをすることができないものとする。

　　　　　　　　　　④　郵便（書留郵便に限る。）により提出する場合は、二重封筒とし、表封筒に「平成３０年３月２６日開札（

　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液外１９６品目）入札書在中」の旨朱書し、中封筒の封皮に直接提出する場合と同

　　　　　　　　　　　様に指名等を記載し、上記（１）宛へ入札書の受領期限までに送付しなければならない。

　　　　　　　（６）　代理人・復代理人による入札

　　　　　　　　　　①　上記（４）②の代理人・復代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加資格者の氏名、名称又は

　　　　　　　　　　　商号、代理人等であることを表示し、当該代理人等の氏名を明記して押印（外国人の署名を含む。）をしてお

　　　　　　　　　　　くとともに、開札時までに委任状を提出しなければならない。

　　　　　　　　　　②　入札者又はその代理人等は、本件調達にかかる入札について他の代理人等を兼ねることができない。

　　　　　５．　開札

　　　　　　　（１）　開札の日時及び場所　　　　　　開札　：　平成３０年３月２６日（月）　１１時００分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所　：　国立療養所宮古南静園（総合棟２階　第１会議室）

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（２）　紙による入札の場合

　　　　　　　　　　①　開札は、入札者又はその代理人等を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が立ち合わない場合

　　　　　　　　　　　は、入札に関係のない職員を立ち合わせて行う。

　　　　　　　　　　②　入札者又はその代理人等は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。

　　　　　　　　　　③　入札者又はその代理人等は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の指示に従い、競争参加資格

　　　　　　　　　　　を証明する書類（資格審査結果通知書）及び身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示又は提出しなけれ

　　　　　　　　　　　ばならない。

　　　　　　　　　　④　入札者又はその代理人等は、契約担当官が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほかは、開札場を退

　　　　　　　　　　　場することができない。

　　　　　　　（３）　再度入札の取扱い

　　　　　　　　　　　　開札をした場合において、入札者又はその代理人等の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がない

　　　　　　　　　　　ときは、再度の入札を行う。

　　　　　６．　その他

　　　　　　　（１）　契約手続に使用する言語及び通貨　　　　　　日本語及び日本通貨

　　　　　　　（２）　入札保証金及び契約保証金　　　　　　　　　免除

　　　　　　　（３）　入札者に要求される事項

　　　　　　　　　　　　この一般競争入札に参加を希望する者は、本入札説明書３に示した競争参加資格を有することを証明する書

　　　　　　　　　　　類を、指定する期日までに提出しなければならない。また、入札書の提出時に、支出負担行為担当官が別紙様

　　　　　　　　　　　式に指定する暴力団に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。なお、開札日の前日までの間におい

　　　　　　　　　　　契約担当官等から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならない。

　　　　　　　　　　　（別紙－１：誓約書の提出）

　　　　　（４）　競争参加資格の確認のための書類の取扱い

　　　　　　　　①　競争参加資格の確認のための書類は資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写しとする。



　　　　　　　　②　資料等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。

　　　　　　　　③　契約担当官は、提出された書類については、競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用することは

　　　　　　　　　ない。

　　　　　　　　④　一旦受領した書類は返却しない。又、書類の差し替え及び再提出は認めない。

　　　　　（５）　入札の無効

　　　　　　　　①　本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求められる義務を履

　　　　　　　　　行しなかった者の提出した入札書は無効とする。

　　　　　　　　②　上記４（５）②（エ）に該当した入札書は無効とする。

　　　　　　　　③　上記（３）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったときは、

　　　　　　　　　当該者の入札を無効とするものとする。

　　　　　（６）　入札の延期等

　　　　　　　　　　　入札者が相連合し又は不穏の挙動をする場合であって、競争入札を公正に執行することができない状

　　　　　　　　　　態にあると認められる時は、当該入札を延期し、又はこれを取り止めることができる。

　　　　　（７）　落札者の決定方法

　　　　　　　　①　落札者の決定は、最低入札落札方式をもっておこなう。

　　　　　　　　②　本入札説明書４（３）に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、本入札説明書３

　　　　　　　　　の競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第７

　　　　　　　　　９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限範囲内であり、最低価格をもって有効な入札を行った者

　　　　　　　　　を落札者とする。

　　　　　　　　③　落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、落札者を決定するもの

　　　　　　　　　とする。また、入札者又はその代理人等が直接くじを引けない場合は、入札執行事務に関係ない当園職員

　　　　　　　　　がこれに代わってくじを引き落札者を決定する。

　　　　　（８）　契約書の作成

　　　　　　　　①　競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、延滞なく契約書を取り交わすものとする。

　　　　　　　　②　契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が契約書の案に記

　　　　　　　　　名押印し、更に支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名押印するものとする。

　　　　　　　　③　上記②の場合において支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約相手に送付

　　　　　　　　　するものとする。

　　　　　　　　④　支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定しないものと

　　　　　　　　　する。

　　　　　（９）　支払条件

　　　　　　　　　　　別紙契約書（案）に定めるとおり、業務の履行が行われた後適法な支払請求書を受理した日から３０

　　　　　　　　　　日以内に契約金額を支払う。
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No ﾒｰｶｰ 予定数量

1 20%中性緩衝ﾎﾙﾏﾘﾝ液 1L/本 和光純薬工業 2

2 BD ﾊﾞｸﾃｯｸ 22F嫌気用ﾚｽﾞﾝﾎﾞﾄﾙP 30ml×50 (E-BD17) 栄研化学 2

3 BDﾊﾞｸﾃｯｸ23F好気用ﾚｽﾞﾝﾎﾞﾄﾙP 30ml×50 (E-BD15) 栄研化学 2

4 BinaxNow ﾚｼﾞｵﾈﾗ 12ﾃｽﾄ ｱﾘｰｱﾒﾃﾞｨｶﾙ 2

5 BinaxNow 肺炎球菌 12ﾃｽﾄ ｱﾘｰｱﾒﾃﾞｨｶﾙ 2

6 CRE標準液 (5.0mg/dl) 10mL ｼﾉﾃｽﾄ 2

7 CRP多点用標準血清 2mL×6 ｶｲﾉｽ 2

8 Cal1ｶﾞｽ 2.4L ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 2

9 Cal1溶液 (赤) S1545 140mL ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 3

10 Cal2ｶﾞｽ 10L ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 2

11 Cal2溶液 (緑) S1555 140mL ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 4

12 DCA2000 HbA1c ｶｰﾄﾘｯｼﾞ 10ﾃｽﾄ ｼｰﾒﾝｽﾍﾙｽｹｱ･ﾀﾞｲｱｸﾞﾉｽﾃｨｸｽ 10

13 DCA2000 HbA1c ｺﾝﾄﾛｰﾙ 1ｷｯﾄ ｼｰﾒﾝｽﾍﾙｽｹｱ･ﾀﾞｲｱｸﾞﾉｽﾃｨｸｽ 2

14 DDﾁｪｯｶｰ (生研) MLCB寒天培地 20枚 極東製薬工業 6

15 DDﾁｪｯｶｰ (生研) MSEY寒天培地 20枚 極東製薬工業 6

16 DDﾁｪｯｶｰ (生研) SCDLP寒天培地 20枚 極東製薬工業 2

17 DDﾁｪｯｶｰ (生研) TCBS寒天培地 20枚 極東製薬工業 6

18 DDﾁｪｯｶｰ (生研) ﾃﾞｵｷｼｺﾚｰﾄ寒天培地 20枚 極東製薬工業 6

19 E-CHECK BS plus (XTN-111A) 4.5mL×9 ｼｽﾒｯｸｽ 6

20 ESBLs-CAZ/CVA 栄研 51枚×2 栄研化学 2

21 ESBLs-CTX/CVA 栄研 51枚×2 栄研化学 2

22 Feﾈｵ ｼﾉﾃｽﾄ標準液10 10mL ｼﾉﾃｽﾄ 2

23 GEﾃｽﾄ ｲﾑﾉｸﾛﾏﾄ CD TOX A/B ｢ﾆｯｽｲ｣ 20回 日水製薬 2

24 GLU標準液 (200mg/d1) 10mL ｼﾉﾃｽﾄ 2

25 ISEｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀ 3mL×5 日立ﾊｲﾃｸﾌｨｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 5

26 ISEﾁｪｯｸH 3mL×5 日立ﾊｲﾃｸﾌｨｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 5

27 ISEﾁｪｯｸL 3mL×5 日立ﾊｲﾃｸﾌｨｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 5

28 KBﾃﾞｨｽｸ･ｾﾌｫﾀｷｼﾑ (CTX) 51枚×2 栄研化学 2

29 KBﾃﾞｨｽｸ･ｾﾌﾀｼﾞｼﾞﾑ(CAZ) 51枚×2 栄研化学 2

30 KBﾃﾞｨｽｸｲﾐﾍﾟﾈﾑ(IPM) 51枚×2 栄研化学 2

31 LATECLE CRP試薬 R-1 18mL×4 ｶｲﾉｽ 3

32 LATECLE CRP試薬 R-2 18mL×4 ｶｲﾉｽ 3

33 LHBﾌﾞﾛｽ 10本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

34 MHﾌﾞﾛｽ 10本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

35 N-ﾏﾙﾃｨｽﾃｨｯｸｽｰSGL 100枚 ｼｰﾒﾝｽﾍﾙｽｹｱ･ﾀﾞｲｱｸﾞﾉｽﾃｨｸｽ 3

36 Neg EN Combo 1J 20枚 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 5

37 Neg NF Combo 1J 20枚 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 3

38 PASTPREX ｽﾀｯﾌﾌﾟﾗｽ 60ﾃｽﾄ ﾊﾞｲｵ･ﾗｯﾄﾞ ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰｽﾞ 2

39 Pos Combo 3.1C 20枚 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 4

40 QAPﾄﾛｰﾙ 1X 2X 5mL×5×2 ｼｽﾒｯｸｽ 6

41 RPRﾃｽﾄ 100ﾃｽﾄ ｴｰﾃﾞｨｱ 2

品名 規格
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42 UA標準液 (15mg/d1) 10mL ｼﾉﾃｽﾄ 3

43 Zn標準液(200μｇ/dL) 10mL×1 ｼﾉﾃｽﾄ 2

44 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ AMY-IF 7170 R-Ⅰ 20mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

45 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ AMY-IF 7170 R-Ⅰ 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

46 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ AMY-IF 7170 R-Ⅱ 10mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

47 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ AMY-IF 7170 R-Ⅱ 30mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

48 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ CK-JS 7170 R-1 40mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

49 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ CK-JS 7170 R-2 20mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 4

50 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ CRE 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

51 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ CRE 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

52 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ ZnⅡ R-I 12mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

53 ｱｷｭﾗｽｵｰﾄ ZnⅡ R-Ⅱ 5.5mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

54 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ ALB 試薬 R-1 60mL×2 ｶｲﾉｽ 2

55 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ ALB 試薬 R-2 30mL×2 ｶｲﾉｽ 2

56 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ Ca 試薬 R-1 70mL×2 ｶｲﾉｽ 2

57 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ TP-Ⅱ 試薬 R-1 50mL×2 ｶｲﾉｽ 3

58 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ TP-Ⅱ 試薬 R-2 30mL×2 ｶｲﾉｽ 3

59 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ UN-Ⅱ 試薬 R-1 60mL×4 ｶｲﾉｽ 2

60 ｱｸｱｵｰﾄ ｶｲﾉｽ UN-Ⅱ 試薬 R-2 15mL×4 ｶｲﾉｽ 2

61 ｱﾌｱｰﾏｼﾞｴﾝ 10mL×2 ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

62 ｴｽﾌﾟﾗｲﾝ HBsAb 10ﾃｽﾄ×2 富士ﾚﾋﾞｵ 2

63 ｴｽﾌﾟﾗｲﾝ HBsAg 10ﾃｽﾄ×2 富士ﾚﾋﾞｵ 2

64 ｴｽﾌﾟﾗｲﾝ TP 10ﾃｽﾄ×2 富士ﾚﾋﾞｵ 2

65 ｴｽﾌﾟﾗｲﾝ ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ A＆B-N 10ﾃｽﾄ 富士ﾚﾋﾞｵ 6

66 ｴﾀﾉｰﾙ 100% 500ml 和光純薬工業 2

67 ｴﾀﾉｰﾙｽﾌﾟﾚｰ 300ml 極東製薬工業 6

68 ｵｰｿ ｸﾞﾘｰﾝ ｸｰﾑｽ血清ﾊﾞｲｵｸﾛｰﾝ 10mL ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

69 ｵｰｿ ﾊﾞｲｵｸﾛｰﾝ抗 A 10mL ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

70 ｵｰｿ ﾊﾞｲｵｸﾛｰﾝ抗 B 10mL ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

71 ｵｰｿ ﾊﾞｲｵｸﾛｰﾝ抗 D 10mL ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

72 ｵﾌﾟﾄﾋﾝﾃﾞｨｽｸ ｢栄研｣ 50枚 栄研化学 2

73 ｷｼﾚﾝ 特級 500ML 和光純薬工業 2

74 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ALP JSⅡ 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

75 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ALP JSⅡ 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 3

76 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ALT-JS 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

77 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ALT-JS 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

78 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ AST-JS 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

79 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ AST-JS 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

80 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ Ch-E 7170 R-Ⅰ 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

81 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ Ch-E 7170 R-Ⅱ 30mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

82 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ FE 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2
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83 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ FE 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

84 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ GLU-HK 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

85 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ GLU-HK 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

86 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ LD-JS 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

87 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ LD-JS 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

88 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ Mg 7170 R-Ⅰ 60mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

89 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ Mg 7170 R-Ⅱ 60mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

90 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UA2 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

91 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UA2 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

92 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UIBC (20) R-1 20mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 3

93 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UIBC (20) R-2 10mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 5

94 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UIBC 7020 R-1 60mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

95 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ UIBC 7020 R-2 30mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

96 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ch-E R-1 20mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

97 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ ch-E R-2 10mL×2 ｼﾉﾃｽﾄ 2

98 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ γ-GT JS 7170 R-1 60mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

99 ｸｲｯｸｵｰﾄﾈｵ γ-GT JS 7170 R-2 30mL×4 ｼﾉﾃｽﾄ 2

100 ｸｲｯｸﾁｪｲｻｰHCV Ab 40回 ｵｰｿ･ｸﾘﾆｶﾙ 2

101 ｸｲｯｸﾅﾋﾞ ﾉﾛ2 10回用 ﾃﾞﾝｶ生研 2

102 ｸｵﾘﾃｨｰﾁｪｯｸ1+ﾚﾍﾞﾙ1 S7130 30本 ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 2

103 ｸｵﾘﾃｨｰﾁｪｯｸ1+ﾚﾍﾞﾙ2 S7140 30本 ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 2

104 ｸﾛﾓｱｶﾞｰMRSA ｽｸﾘｰﾝ培地 10枚 関東化学 12

105 ｸﾛﾓｱｶﾞｰSTEC 10枚 ｻﾝｹｲ化学 7

106 ｺﾊﾞｯｸ試薬 IND 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

107 ｻﾙﾌｧﾆﾙ酸 NIT 1 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

108 ｼｰﾄﾞｽﾜﾌﾞγ2号 100検体 栄研化学 2

109 ｽﾄﾏﾄﾗｲｻﾞｰ4DL (FFD200A) 5L ｼｽﾒｯｸｽ 2

110 ｽﾄﾏﾄﾗｲｻﾞｰ4DS (FFS800A) 42mL×3 ｼｽﾒｯｸｽ 2

111 ｽﾄﾏﾄﾗｲｻﾞｰFB2 (FBT200A) 5L ｼｽﾒｯｸｽ 2

112 ｽﾌﾟｰﾀﾒﾝﾄｿﾞﾙ 500mL 極東製薬工業 2

113 ｽﾙﾎﾗｲｻﾞｰ (SLS-210A) 500mL×3 ｼｽﾒｯｸｽ 2

114 ｽﾞｰﾑ液 5mL 久光製薬 3

115 ｾﾙｸﾘｰﾝ (CLｰ50) 50mL ｼｽﾒｯｸｽ 11

116 ｾﾙﾊﾟｯｸⅡ (EPKｰ300A) 18.3L ｼｽﾒｯｸｽ 5

117 ｾﾛﾃﾞｨｱ HTLV-1 20回×5/箱 富士ﾚﾋﾞｵ 2

118 ｾﾛﾃﾞｨｱﾚﾌﾟﾗ 25回×4/箱 富士ﾚﾋﾞｵ 2

119 ﾁﾄｸﾛｰﾑｵｷｼﾀﾞｰｾﾞ試験用ろ紙 15枚 日水製薬 2

120 ﾃﾞﾀﾐﾅｰ 標準血清脂質測定用 3mL×6 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

121 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL IPⅡ A R-1 45mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

122 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL IPⅡ A R-2 15mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

123 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL TCⅡ A R-1 45mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2
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124 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL TCⅡ A R-2 15mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 3

125 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL TGⅡ A R-1 45mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

126 ﾃﾞﾀﾐﾅｰL TGⅡ A R-2 15mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 3

127 ﾃﾞﾀﾐﾅｰ標準液無機ﾘﾝ測定用 10mL×2 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

128 ﾄﾘｱｰｼﾞﾃｽﾄ CP 5ﾃｽﾄ 5ﾃｽﾄ ｱﾘｰｱﾒﾃﾞｨｶﾙ 4

129 ﾄﾘｱｰｼﾞﾃｽﾄ NT-PROBNP 25ﾃｽﾄ 25ﾃｽﾄ用 ｱﾘｰｱﾒﾃﾞｨｶﾙ 2

130 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ APTT 50枚 A&T 2

131 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ Fib 50枚 A&T 2

132 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ PT 50枚 A&T 2

133 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ血液凝固ｺﾝﾄﾛｰﾙ血漿 ﾚﾍﾞﾙ1 0.5mL×1 A&T 2

134 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ血液凝固ｺﾝﾄﾛｰﾙ血漿 ﾚﾍﾞﾙ2 0.5mL×1 A&T 2

135 ﾄﾞﾗｲﾍﾏﾄ血液凝固ｺﾝﾄﾛｰﾙ血漿 ﾚﾍﾞﾙ3 0.5mL×1 A&T 2

136 ﾆｯｽｲﾌﾟﾚｰﾄ ﾏｯｺﾝｷｰ寒天培地 10枚 日水製薬 15

137 ﾆｯｽｲ分画ﾌﾟﾚｰﾄ 羊血液寒天/ﾁｮｺﾚｰﾄ 10枚 日水製薬 17

138 ﾊｲｱﾙｶﾘ D 2L×6 日立 3

139 ﾊｲｷｬﾘﾉﾝ 500mL 日立 4

140 ﾊｲﾀｰｼﾞｪﾝﾄ 1L 日立 4

141 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ BTB寒天培地 20枚 極東製薬工業 2

142 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ Candida寒天培地 20枚 極東製薬工業 5

143 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ SS-PLUS 20枚 極東製薬工業 3

144 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ TCBS寒天培地 20枚 極東製薬工業 3

145 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ ﾏﾝﾆｯﾄｿﾙﾄ卵黄寒天培地 20枚 極東製薬工業 2

146 ﾊﾞｲﾀﾙﾒﾃﾞｨｱ 羊血液寒天培地 20枚 極東製薬工業 3

147 ﾊﾞｼﾄﾗｼﾝﾃﾞｨｽｸ 50枚 栄研化学 2

148 ﾊﾟｽﾌｧｰｽﾄ BNP 60回 三菱化学ﾒﾃﾞｨｴﾝｽ 2

149 ﾊﾟｽﾌｧｰｽﾄ BNP ｺﾝﾄﾛｰﾙ (補充用) ｾｯﾄ 2濃度×2本 三菱化学ﾒﾃﾞｨｴﾝｽ 2

150 ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝ ｷｬﾘﾌﾞｰﾚｰﾀｰ 3mL×4 和光純薬工業 2

151 ﾌｨﾌﾞﾘﾉｰｹﾞﾝ測定用希釈液 30mL×2 A&T 2

152 ﾌｪｲﾊﾞｰG 染色液A ﾋﾞｸﾄﾘｱB 500mL 日水製薬 2

153 ﾌｪｲﾊﾞｰG 染色液B ﾌｸｼﾝ 500mL 日水製薬 2

154 ﾌｪｲﾊﾞｰG 用脱色液 500mL 日水製薬 3

155 ﾌﾞﾗｰﾑｽ PCT-Q 1ﾃｽﾄ×25 和光純薬工業 2

156 ﾌﾟﾛﾝﾌﾟﾄ 60本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 3

157 ﾍﾟﾌﾟﾁﾀﾞｰｾﾞ試薬 PEP 30mL ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

158 ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ標準液 10ml×1 ｼﾉﾃｽﾄ 2

159 ﾏﾙﾁｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀｰ (cre,UN,Ca) 3mL×4 ｶｲﾉｽ 3

160 ﾐﾈﾗﾙｵｲﾙ 250mL ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

161 ﾒﾀﾉｰﾙ 500mL 和光純薬工業 2

162 ﾒﾀﾎﾞﾘｰﾄﾞ HDL-C A R-1 45mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

163 ﾒﾀﾎﾞﾘｰﾄﾞ HDL-C A R-2 15mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 3

164 ﾒﾀﾎﾞﾘｰﾄﾞ LDL-C A R-1 45mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 3
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165 ﾒﾀﾎﾞﾘｰﾄﾞ LDL-C A R-2 15mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 3

166 ﾒﾀﾎﾞﾘｰﾄﾞ標準血清 HDL･LDL-C測定用 2mL×4 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

167 ﾒﾀﾛ-β―ﾗｸﾀﾏｰｾﾞSMA栄研 51枚×1ｶｰﾄﾘｯｼﾞ 栄研化学 2

168 ﾗﾋﾟｯﾄﾞﾃｽﾀ FUJ･NEO 10回用 ｴｰﾃﾞｨｱ 2

169 ﾗﾎﾞｽﾃｲﾝ S 5mL×5 武藤化学 2

170 ﾘﾉｯｸｲﾉｷｭﾚｰﾀｰ 240枚 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

171 ﾘﾝｽ溶液 (青) S4930 340mL ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 6

172 ﾚｯﾄｻｰﾁ 2 RED-700A 1ｾｯﾄ ｼｽﾒｯｸｽ 3

173 α-ﾅﾌﾄｰﾙ VP2 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

174 α-ﾅﾌﾄﾁﾙｱﾐﾝ NIT2 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

175 塩化第二鉄 TDA 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

176 希釈液-B 2L 積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ 6

177 極東2%ﾋﾞｯﾄ培地 30本 極東製薬工業 2

178 嫌気用ﾚｽﾞﾝﾎﾞﾄﾙ 50本 栄研化学 2

179 好気用ﾚｽﾞﾝﾎﾞﾄﾙ 50本 栄研化学 2

180 酵素ｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀｰ 3mL×4 和光純薬工業 2

181 酵素ｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀｰ Aalto EC 5mL×1 ｼﾉﾃｽﾄ 6

182 酵素ｷｬﾘﾌﾞﾚｰﾀｰﾌﾟﾗｽ 1mL×6 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

183 参照電極液 Ref040 250mL×3 ﾃｸﾉﾒﾃﾞｶ 2

184 次亜塩素酸溶液 100mL ﾗｼﾞｵﾒｰﾀｰ 2

185 水酸化ｶﾘｳﾑ液 VP 1 1本 ﾍﾞｯｸﾏﾝ･ｺｰﾙﾀｰ 2

186 総ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝ E-HA ﾃｽﾄﾜｺｰ R-1 49mL×4 和光純薬工業 2

187 総ﾋﾞﾘﾙﾋﾞﾝ E-HA ﾃｽﾄﾜｺｰ R-2 15mL×4 和光純薬工業 2

188 総蛋白･ｱﾙﾌﾞﾐﾝ標準血清 5mL×2 ｶｲﾉｽ 2

189 内部標準液-B 2L 積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ 13

190 日立ISE標準液 HIGH 5mL×6 積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ 3

191 日立ISE標準液 LOW 5mL×6 積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ 3

192 日立ISE用洗浄液(N) 100ml×5 日立 2

193 比較電極液 500mL×6 積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ 2

194 標準液無機ﾘﾝ測定用 10mL×2 協和ﾒﾃﾞｯｸｽ 2

195 病原大腸菌免疫血清 O-111 2mL ﾃﾞﾝｶ生研 2

196 病原大腸菌免疫血清 O-157 2mL ﾃﾞﾝｶ生研 2

197 病原大腸菌免疫血清 O-26 2mL ﾃﾞﾝｶ生研 2



　　　　別紙－Ⅰ 　

誓約書

　私

　当社

※　個人の場合は生年月日を記載すること。

※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（５）　　その他前各号に準ずる行為を行う者

２　契約の相手方として不適当な行為をする者

　　　（１）　　暴力的な要求を行う者

　　　（２）　　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

　　　（３）　　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

　　　（４）　　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

　

　　　（５）　　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

　　　　　　　法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定す

　　　　　　　る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。

　　　（２）　　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力

　　　　　　　団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

　　　（３）　　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に

　　　　　　　暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

　　　（４）　　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。

　　　　　　　に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また将来においても該当することはありません。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申したてません。

　また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　誓約の相手方として不適当な者

　　　（１）　　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店

　　　　　　　若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等その他経営



　　　　別紙－Ⅰ（記入例） 　

誓約書　

　私

　当社

※　個人の場合は生年月日を記載すること。

※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

　　　　平成３０年　○月○○日

　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　（５）　　その他前各号に準ずる行為を行う者

２　契約の相手方として不適当な行為をする者

　　　（１）　　暴力的な要求を行う者

　　　（２）　　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

　　　（３）　　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

　　　（４）　　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

　

　　　（５）　　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

　　　　　　　法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定す

　　　　　　　る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。

　　　（２）　　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力

　　　　　　　団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

　　　（３）　　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に

　　　　　　　暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

　　　（４）　　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。

　　　　　　　に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また将来においても該当することはありません。

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申したてません。

　また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　誓約の相手方として不適当な者

　　　（１）　　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店

　　　　　　　若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等その他経営



　　　　別紙－Ⅱ

保険料納付に係る申立書

　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、

　　　　　船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険

　　　　　及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。

　　　　　　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切の契約

　　　　　が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。

　　　　　　また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに対応す

　　　　　ることを確約いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日



　　　　別紙－Ⅱ（記入例）

保険料納付に係る申立書

　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、

　　　　　船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険

　　　　　及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。

　　　　　　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切の契約

　　　　　が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。

　　　　　　また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに対応す

　　　　　ることを確約いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　○月○○日



　　　　別紙－Ⅲ 　

自己申告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　（１）　　厚生労働省から指名停止の処置を受けている期間中でないこと。

　　　　　（２）　　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により

　　　　　　　　　行政処分を受け又は送検されていないこと。

　　　　　（３）　　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により行政

　　　　　　　　　処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

　　　　　（４）　　前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先についても同様であ

　　　　　　　　　ること。

記

　　　下記の内容について誓約致します。

　　　なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなかったことが判明した場合には、

　　本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。



　　　　別紙－Ⅲ（記入例） 　

自己申告書　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　平成３０年　○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　　　（１）　　厚生労働省から指名停止の処置を受けている期間中でないこと。

　　　　　（２）　　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により

　　　　　　　　　行政処分を受け又は送検されていないこと。

　　　　　（３）　　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により行政

　　　　　　　　　処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

　　　　　（４）　　前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先についても同様であ

　　　　　　　　　ること。

記

　　　下記の内容について誓約致します。

　　　なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなかったことが判明した場合には、

　　本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。



　　　　別紙－１

　　　　　　　　　　入札書（第　回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　代表者氏名



　　　　別紙－１（記入例）

　　　　　　　　　　入札書（第１回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印



　　　　別紙－２

　　　　　　　　　　入札書（第　回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　　　　　　　　　　支店又は営業所

　　　　　　　　　　　　代理人氏名



　　　　別紙－２（記入例）

　　　　　　　　　　入札書（第１回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　　　　　　　　　　支店又は営業所　　　○○○○株式会社△△支店（営業所）

　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　　支店長（所長）　△△　△△　代理人印



　　　　別紙－３

　　　　　　　　　　入札書（第　回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　　　　　　　　　　代理人氏名



　　　　別紙－４（記入例）

　　　　　　　　　　入札書（第１回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　△△　△△　　代理人印



　　　　別紙－４

　　　　　　　　　　入札書（第　回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　　　　　　　　　　複代理人氏名



　　　　別紙－４（記入例）

　　　　　　　　　　入札書（第１回目）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　　　　　　　　　　　件名　　　　　　　　　　平成３０年度　検査試薬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目

　　　　　　　　　　　　　入札金額　　　　　　　　別紙単価入札書のとおり

　　　　　　　　　　　　　入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。

　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　　　　　　　　　　複代理人氏名　　　△△　△△　　複代理人印



　　　　別紙－５

　　　受任者(代理人)使用印 受任者使用印

　　　委任期間　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日　～　平成３１年　３月３１日

　　　受任者（代理人）　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　支店又は営業所

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　委任事項　　　　　　　　　１．　入札及び契約の締結に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　２．　入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　３．　契約物品の納入及び取り下げに関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　４．　契約代金の請求及び受領に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　５．　復代理人の選任に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　６．　その他上記に付随する一切のこと

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　委任者（競争参加者）　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　私は、下記の者を代理人と定め、貴園との間における下記事項に関する権限を委任します。



　　　　別紙－５（記入例）

　　　受任者(代理人)使用印 受任者使用印

代理人印

　　　委任期間　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日　～　平成３１年　３月３１日

　　　受任者（代理人）　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　　支店又は営業所　　○○○○株式会社△△支店

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　支店長　△△　△△　　代理人印

　　　委任事項　　　　　　　　　１．　入札及び契約の締結に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　２．　入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　３．　契約物品の納入及び取り下げに関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　４．　契約代金の請求及び受領に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　５．　復代理人の選任に関すること

　　　　　　　　　　　　　　　　６．　その他上記に付随する一切のこと

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

　　　委任者（競争参加者）　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　私は、下記の者を代理人と定め、貴園との間における下記事項に関する権限を委任します。



　　　　別紙－６

　　　委任期間　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　受任者(代理人)使用印 受任者使用印

　　　　　　　　　　する一切の権限。

　　　委任者（競争参加者）　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　私は、下記の者を代理人と定め、貴園との間における下記事項に関する権限を委任します。

　　　受任者（代理人）　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　委任事項　　　　「平成３０年度　検査試薬　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目」の入札に関

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿



　　　　別紙－６（記入例）

　　　委任期間　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　受任者(代理人)使用印 受任者使用印

代理人印

　　　　　　　　　　する一切の権限。

　　　委任者（競争参加者）　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　○○　○○　代表者印

　　　私は、下記の者を代理人と定め、貴園との間における下記事項に関する権限を委任します。

　　　受任者（代理人）　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　○○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　△△　△△　　代理人印

　　　委任事項　　　　「平成３０年度　検査試薬　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目」の入札に関

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿



　　　　別紙－７

　　　受任者(複代理人)使用印 受任者使用印

　　　受任者（代理人）　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　支店又は営業所

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　私は、　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（競争参加者）

　　　の復代理人と定め、平成３０年３月２６日貴園において執行される「検査試薬」の入札に関する下記の

　　　権限を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　委任事項　　　　「平成３０年度　検査試薬　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目」の入札に関

　　　　　　　　　　する一切の権限。

　　　委任期間　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿



　　　　別紙－７（記入例）

　　　受任者(複代理人)使用印 受任者使用印

複代理人印

　　　委任者（代理人）　　　　　住所（所在地）　　沖縄県○○市○○字○○　○－○－○○

　　　　　　　　　　　　　　　　支店又は営業所　　○○○○株式会社△△支店

　　　　　　　　　　　　　　　　代理人氏名　　　　支店長　△△　△△　　代理人印

　　　　私は、　　□□　□□　　を　　　○○○○株式会社　代表取締役　○○　○○　　　（競争参加者）

　　　の復代理人と定め、平成２９年３月２７日貴園において執行される「検査試薬」の入札に関する下記の

　　　権限を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　委任事項　　　　「平成３０年度　検査試薬　２０％中性緩衝ホルマリン液　外１９６品目」の入札に関

　　　　　　　　　　する一切の権限。

　　　委任期間　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　　　　　　　　　　委任状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年　３月２６日

　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿



　　   　

　

　　　　　　　　　　　三　　　　甲は、債権譲渡後も、乙との協議のみにより、納入場所、契約金額の変更その他契約内容の変更を行うことがあ

　　　　　　　　　　　　　　　り、この場合、丙は異議を申し立てないものとし、当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響がに影響が

　　　　　　　　　　　　　　　及ぶ場合には、もっぱら乙と丙の間において解決されなければならないこと。

　　　　　３　　　　第１項ただし書きに基づいて乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、甲が行う支弁の効力は、予算決

　　　　　　　　　　　　　　　規定する通知又は承諾の依頼を行い、若しくは、乙が特定債権等に係る事業の規制に関する法律（平成４年法律第

　　　　　　　　　　　　　　　７７号）に規定する公告を行った場合にあっては、甲は次の各号に掲げる異議を留めるものとする。

　　　　　　　　　　　一　　　　甲は、乙に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し、又は、譲渡債権金額を軽減する権利

　　　　　　　　　　　　　　　を保留する。

　　　　　　　　　　　二　　　　丙は、譲渡対象債権を第１項ただし書きに掲げる者以外の者に譲渡し又はこれに質権を設定しその他債権の帰属

　　　　　　　　　　　　　　　並びに行使を害すべきことはできないこと。

　　　　　　　　　　　　　　　和２５年政令第３５０号）第１条の２に規定する金融機関、資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５

　　　　　　　　　　　　　　　号）第２条第３項に規定する特定目的会社及び信託業法（平成１６年法律第１５４号）第２条第２項に規定する信

　　　　　　　　　　　　　　　託会社に対して債権を譲渡する場合は、この限りでない。

　　　　　　　　　　　２　　　　乙が本契約により行うこととされた全ての給付を完了する前に、乙が前項ただし書きに基づいて、特定目的会社

　　　　　　　　　　　　　　　及び信託会社（以下「丙」という。）に債権の譲渡を行い、乙が甲に対し、民法（明治２９年法律第８９号）第４

　　　　　　　　　　　　　　　６７条及び債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４号）第２条第２項に

　　　　　　　　　　　２　　　　乙は、甲が指示した物品について、その数量の全部を指定された日時にまでに納入することが困難な場合は、直

　　　　　　　　　　　　　　　ちにその旨を甲に届け出て、その指示に従わなければならない。

　　　　　　　　　（権利義務の譲渡の禁止）

　　　　　　　　　　第６条　　　乙（中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条に定める中小企業者）は、本契約によって生じる

　　　　　　　　　　　　　　　権利の全部又は一部を甲（国の支出負担行為担当官等）の承諾を得ずに、第三者に譲渡又は承継させてはならない。

　　　　　　　　　　　　　　　ただし、売掛債権担保融資保証制度に基づく融資を受けるに当たり信用保証協会、中小企業信用保険法施行令（昭

　　　　　　　　　　　　　　　　自　　　平成３０年　４月　１日　　　　　　　　至　　　平成３１年　３月３１日

　　　　　　　　　（契約保証金）

　　　　　　　　　　第４条　　　この契約にかかる契約保証金は免除する。

　　　　　　　　　（契約履行の場所及び期限）

　　　　　　　　　　第５条　　　乙は、甲が指示する数量を指示された日時に指定された場所に納入し、甲の事業運営に支障をきたさないものと

　　　　　　　　　　　　　　　する。

　　　　　　　　　　第２条　　　乙が納入する物品の品目・規格及び単価は、別紙単価表のとおりとする。

　　　　　　　　　　　２　　　　単価表中の消費税等額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８

　　　　　　　　　　　　　　　２及び７２条の８３の規定に基づき契約金額に１０８分の８を乗じて得た額である。

　　　　　　　　　　　３　　　　本契約期間中に市価に著しい変動があると認めるときは、甲・乙協議のうえ単価を変更することができる。

　　　　　　　　　（契約期間）

　　　　　　　　　　第３条　　　この単価契約期間は次のとおりとする。

　検査試薬単価契約書（案）

　　　　　　　　　　検査試薬の購入について、支出負担行為担当官　国立療養所宮古南静園事務長　□□　□□（以下「甲」という。）と

　　　　　　　　　□□□□□□□　□□□□□□　□□　□□（以下「乙」という。）は次の条項により契約を締結する。

　　　　　　　　　（信義誠実の原則）

　　　　　　　　　　第１条　　　甲及び乙は、信義に従って誠実にこの契約を履行するものとする。

　　　　　　　　　（契約金額）



　　　　　　　　 （支払遅延利息）

　　　　　　　　　 第１４条　　 甲は前条第２項の期限内に支払をしないときは、支払期日の翌日から起算し支払する日までの日数に応じて、未

　　　　　　　　　　　　　　　払金額に対し年２．７％の割合で計算した金額の遅延利息を支払わなければならない。ただしその額が１００円未

　　　　　　　　　はその事由を詳記して納期の延長を請求することができる。甲はその事由が正当と認めた場合はこれを許可し納期

　　　　　　　　　を延長することができる。

　　 （契約代金の支払の時期及び方法）

　　　 第１３条　　 乙は物品納期後、月分をとりまとめ甲に請求書を提出する。

　　　　　２　　　　甲は前項の適法な支払請求書を受理した日から起算して３０日（以下「支払期日」という。）以内に支払うもの

　　　　　　　　　とする。

　　 （納入期限の延伸）

　　　 第１２条　　 乙の責に帰する事由により納期までに納入を完了することができない場合で、納期後に納入する見込のあるとき

　　　　　　　　　は、甲は乙から遅滞料を徴収して納期を延長することができる。

　　　　　２　　　　前項の遅滞料は、納期の翌日から起算して履行した日までの日数に応じて、１日につき遅滞となった部分に相当

　　　　　　　　　する額に対して、１００分の１の率により算出した額とする。

　　　　　３　　　　天災、その他乙の責に帰しがたい事由により、納期内に物品を納入することができないときは、納期日までに乙

　　　 第１０条　　 甲は必要がある場合は、乙の事務所及び契約物品の製造又は保管場所を視察して必要な指導監督を行い、関係書

　　　　　　　　　類を調査することができる。

　　 （過納品の引き取り）

　　　 第１１条　　 納入物品に不合格又は過納品があった場合は、甲の指定した期間内に乙はこれを引き取らなければならない。も

　　　　　　　　　し、引き取らないときは、甲はこれを他所に運搬することもあり、この場合乙はこれを拒むことができないのみな

　　　　　　　　　らず、この費用及び甲が受ける損害を負担するものとする。

　　　　第９条　　　物品の性質・構造・形状はすべて仕様又は見本のとおりであって、甲の検査に合格するものでなければならない。

　　　　　　　　　検査の結果、不合格の場合は取替えなければならない。

　　　　　２　　　　前項の取替えをした場合であっても納期に遅れることはできない。

　　　　　３　　　　検査のため物品の性能・形状を変じ、又は消耗した場合でもその損失はすべて乙の負担とし、契約数量中にこれ

　　　　　　　　　を算入しない。

　　 （納入前の調査）

　　　　第８条　　　乙は契約物品を納入しよとするときは、その旨を甲に通知した後、甲の指定する場所に搬入しなければならない。

　　　　　　　　　搬入に要する費用は、乙の負担とする。

　　　　　２　　　　乙が搬入を終了したときは、甲は遅滞なく立ち会いのうえ現品を確認し、指定の場所に納入させるものとする。

　　　　　３　　　　甲は納入のあった日から１０日以内に検査を完了しなければならない。

　　　　　４　　　　検査完了後、甲は物品の引き渡しが完了した旨を乙に通知しなければならない。

　　　（不合格品の引き取り）

　　　　　４　　　　乙は、第１項ただし書きの規定による債権譲渡をすることとなったときには、速やかにその旨を、書面により甲

　　　　　　　　　に届けなければならない。

　　　（所有権移転前の損害の負担）

　　　　第７条　　　物品を甲の指定する場所に納入し、第８条に規定する検査を完了するまでの間において物品上に生じた損害につ

　　　　　　　　　いては、その損害が甲が負うべき重大な過失による場合の外は、甲はその補償の責任を負わない。

　　　（納入及び検査）

　　　　　　　　　算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第４２条の２の規定に基づき、甲が同令第１条第３号に規定するセン

　　　　　　　　　ター支出官に対して支出の決定の通知を行ったときに生ずるものとする。



　　　　　　２　　　　乙は契約の履行を理由として、前項の賠償金を免れることができない。

　　　 （談合等の不正行為に係る解除）

　　　　 第２０条　　 甲は本契約に関し、乙が次の各号の一に該当するときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　占禁止法第７７条の規定により、この審決の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。

　　　　　　　　　　　三　　　　公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第４８条の２第１項の規定による課徴金の納付を命じ当該課徴金納付

　　　　　　　　　　　　　　　命令が同法第４８条の２第６項の規定により、確定した審決とみなされたとき（独占禁止法第７７条の規定により、

　　　　　　　　　　　　　　　この審決の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。

　　　　　　　　　　　四　　　　公正取引委員会が乙に対して行った審決に対し、乙が独占禁止法第７７条の規定により提起した審決取消しの訴

　　　　　　　　　　　　　　　えについて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。

　　　　　　　　　　　　　　　甲に生じた実際の損害額又はこの契約が第３条に規定する契約期間の終期まで継続した場合に甲が支払うべき金額

　　　　　　　　　　　　　　　（契約期間を定めない場合は契約代金額）の１０分の１に相当する額のいずれか多い額を甲の指定する期間内に支

　　　　　　　　　　　　　　　払わなければならない。

　　　　　　　　　　　一　　　　第１６条の第３号の刑が確定したとき。

　　　　　　　　　　　二　　　　公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第４８条第４項、第５３条の３又は第５４条の規定による審決（同法

　　　　　　　　　　　　　　　第５４条第３項による該当する事実がなかったと認める場合の審決を除く。）を行い当該審決が確定したとき（独

　　　　　　　　　 第１８条　　 甲は第１６条の規定により契約を解除した場合において損害を生じたときは、乙に対して損害賠償を請求するこ

　　　　　　　　　　　　　　　とができる。

　　　　　　　　　　　２　　　　乙は第１７条の規定により契約を解除したときは、乙が直接受けた損害額を甲に請求することができる。

　　　　　　　　　　　３　　　　前２項によるほか、別に法令（製造物責任法等）の規定がある場合にはその法令の規定によるものとする。

　　　　　　　　 （賠償金）

　　　　　　　　　 第１９条　　 乙はこの契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず賠償金として、

　　　　　　　　　　　五　　　　前４号に揚げる場合のほか、乙が契約に違反したことにより、契約の目的を達することができないと認められる

　　　　　　　　　　　　　　　とき。

　　　　　　　　 （乙の解除権）

　　　　　　　　　 第１７条　　 乙は甲が契約に違反したことにより、納入が不可能となったときは、この契約の全部もしくは一部を解除するこ

　　　　　　　　　　　　　　　とができる。

　　　　　　　　 （損害賠償）

　　　　　　　　　　　三　　　　刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑の容疑により、公訴を提訴さ

　　　　　　　　　　　　　　　れたとき（乙の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む）。

　　　　　　　　　　　四　　　　私的独占禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第８

　　　　　　　　　　　　　　　条の４第２項の規定による必要な措置を命ぜられたとき、同法第４９条の第１項に規定する排除措置命令又は同法

　　　　　　　　　　　　　　　第５０条第１項に規定する納付命令が行われたとき、並びに同法第５３条第１項の規定による審判手続きを開始さ

　　　　　　　　　　　　　　　れたとき。

　　　　　　　　　　　　　　　害賠償を請求することができる。

　　　　　　　　　　　２　　　　前項のかしが乙の故意又は重大な過失により生じた場合は、前項に定める期間は５年間とする。

　　　　　　　　 （甲の解除権）

　　　　　　　　　 第１６条　　 甲は乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。

　　　　　　　　　　　一　　　　乙が納期までにこの契約を履行する見込がないとき。

　　　　　　　　　　　二　　　　乙がこの契約の規定に違反したとき。

　　　　　　　　　　　　　　　満のときは支払わない。

　　 　　　　　　（かし担保責任）

　　　　　　　　　 第１５条　　 甲は第５条の納入日から１年間は、乙に対して納入物品のかしの補修、又は補修にかえ代替品の納入もしくは損



　　 　（違約金に関する遅延利息）

　　　　 第２２条　　 乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、乙は、当該期日を経過した日から支払

　　　　　　　　　　いをする日までの日数に応じ、年５％の割合で計算した額の遅延利息を甲に支払わなければならない。

　　　　　　　　 （属性要件に基づく契約解除）

　　　　　　　　　 第２３条　　 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず本契約を解除することができる。

　　　　　　　　　　　一　　　　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若

　　　　　　二　　　　当該刑の確定において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。

　　　　　　三　　　　乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出しているとき。

　　　　　　３　　　　乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。

　　　　　　４　　　　第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がその超過分の損害につ

　　　　　　　　　　き賠償を請求することを妨げない。

　　　　　　　　　　金額の１００分の１０に相当する額のほか、請負（金額）の１００分の５に相当する額を違約金として甲が指定す

　　　　　　　　　　る期日までに支払わなければならない。

　　　　　　一　　　　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替え

　　　　　　　　　　て準用する場合を含む。）及び第６項の規定による課徴金の納付命令を行い、当該納付命令又は同法第６６条第４

　　　　　　　　　　項の規定による当該納付命令の全部を取り消す審決が確定したとき。

　　　　　　　　　　よる当該納付命令の全部を取り消す審決が確定したとき。

　　　　　　三　　　　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定による課徴金

　　　　　　　　　　の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

　　　　　　四　　　　乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項の規定による刑が

　　　　　　　　　　確定したとき。

　　　　　　２　　　　乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号の一に該当するときは、前項に規定する請負（契約）

　　　　　　　　　　に支払わなければならない。

　　　　　　一　　　　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８条の２（同法第８条第１項第１号

　　　　　　　　　　若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行い、該当排除措置命令が確定した

　　　　　　　　　　とき。

　　　　　　二　　　　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替え

　　　　　　　　　　て準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行い、該当納付命令又は同法第６６条第４項の規定に

　　　　　　２　　　　乙は、本契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定による通知を受

　　　　　　　　　　けた場合には、速やかに当該通知文書の写しを甲に提出しなければならない。

　　 　（談合等の不正行為に係る違約金）

　　　　 第２１条　　 乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部を解除するか否かにかかわら

　　　　　　　　　　ず、違約金（損害賠償金の予定）として、甲の請求に基づき、請負（契約）金額（本契約締結後、請負（契約）金

　　　　　　　　　　額の変更があった場合には、変更後の請負（契約）金額）の１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日まで

　　　　　　　　　　の規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場

　　　　　　　　　　合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の２第１８項若しくは２１項の規定に

　　　　　　　　　　よる課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。

　　　　　　二　　　　乙又は乙の代理人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法第８

　　　　　　　　　　９条第１項の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき（乙の役員又はその使用人が該当公訴を提起された

　　　　　　　　　　ときを含む。）。

　　　　　　一　　　　公正取引委員会が、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人。以下

　　　　　　　　　　同じ。）に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」

　　　　　　　　　　という。）第７条又は同法第８条の２（同法第８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）



　　　 （不当介入に関する通報・報告）

　 　　　第２８条　　 乙は、自ら又は下請負人が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢力から不当要求

　　　　　　　　　　又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）をうけた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、

　　　　　　　　　　これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協

　　　　　　　　　　力を行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　約を解除させるための措置を講じないときは、本契約を解除することができる。

　　　　　　　　 （契約解除に基づく損害賠償）

　　　　 　　　　　第２７条　　 甲は、第２３条、第２４条及び第２６条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損

　　　　　　　　　　　　　　　害について、何ら賠償ないし補償することはしない。

　　　　　　　　　　　２　　　　乙は、甲が第２３条、第２４条及び第２６条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生

　　　　　　　　　　　　　　　じたときは、その損害を賠償するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　ことを確約しなければならない。

　　　　　　　　 （下請負契約等に関する契約解除）

　　　　 　　　　　第２６条　　 乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除し、

　　　　　　　　　　　　　　　又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなければならない。

　　　　　　　　　　　２　　　　甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等の契約を承認したとき、

　　　　　　　　　　　　　　　又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契

　　　　　　　　 （表明確約）

　　　　　　　　　 第２５条　　 乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約しなけ

　　　　　　　　　　　　　　　ればならない。

　　　　　　　　　　　２　　　　乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負人等（下請負人（下請けが数次に

　　　　　　　　　　　　　　　わたるときは、すべての下請負人を含む。）及び再委託者（再委託以降のすべての受託者を含む。）並びに自己、

　　　　　　　　　　　　　　　下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手をいう。）以下同じ。）としない

　　　　　　　　　　　　　　　を解除することができる。

　　　　　　　　　　　一　　　　暴力的な要求行為。

　　　　　　　　　　　二　　　　法的な責任を超えた不当な要求行為。

　　　　　　　　　　　三　　　　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為。

　　　　　　　　　　　四　　　　偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為。

　　　　　　　　　　　五　　　　その他前各号に準ずる行為。

　　　　　　　　　　　三　　　　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴

　　　　　　　　　　　　　　　　力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

　　　　　　　　　　　四　　　　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。

　　　　　　　　　　　五　　　　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

　　　　　　　　 （行為要件に基づく契約解除）

　　　　　　　　　 第２４条　　 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、何らの催告を要せず、本契約

　　　　　　　　　　　　　　　しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に

　　　　　　　　　　　　　　　実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

　　　　　　　　　　　　　　　第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団

　　　　　　　　　　　　　　　員をいう。以下同じ。）であるとき。

　　　　　　　　　　　二　　　　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団

　　　　　　　　　　　　　　　又は暴力団員を利用するなどしているとき。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　　　　□□　□□

　　　　　　　　　　　　　　乙　　　　　　□□□□□□□□□□□□□□□□□

　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　□□□□□□□□□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□□□□□□□□□　　　　　　　　　□□　□□

　　　　 第３３条　　 この契約について甲・乙間に紛争又は疑義が生じたときは、甲及び乙は誠意を持ってその解決にあたるものとし、

　　　　　　　　　　なお解決できない場合は必要に応じて甲・乙協議の上選定した者に調停を依頼する。

　　　　　　２　　　　この契約に定めのない事項については必要に応じて甲・乙協議して定める。

　　　　　上記の契約締結を証するため本書２通を作成し、双方記名押印のうえ各自１通を保有する。

　　　　　　　平成３０年　４月　２日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　　　　　沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地

　　　　　　　　　　き賠償を請求することを妨げない。

　　　　（瑕疵担保）

　　　　 第３２条　　 甲は、納入現品について納入後１年以内に隠れた瑕疵を発見したときは、直ちに乙に期限を指定して他の良品と

　　　　　　　　　　引き換えさせ、若しくは修理させ、又は損害賠償金を支払わせることができる。

　　　　（紛争等の解決方法）

　　　　　　　　　　結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日

　　　　　　　　　　までに支払わなければならない。

　　　　　　２　　　　乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。

　　　　　　３　　　　第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がその超過分の損害につ

　　　　　　三　　　　乙が、乙又はその役員若しくは使用人が第一号の状況に至ったことを報告しなかったことが判明したとき。

　　　　　　２　　　　本契約の再委託先について前項の状況に至った場合も、同様とする。

　　　 （厚生労働省所管法令違反に係る違約金）

　　　 　第３１条　　 第３０条の規定により甲が契約を解除した場合、乙は、違約金として、甲の請求に基づき、契約金額（本契約締

　　　　　　　　　　により、本契約の全部又は一部を解除することができる。

　　　　　　一　　　　乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を受け又は送検されたとき。

　　　　　　二　　　　乙が本契約締結以前に甲に提出した、厚生労働省所管法令違反に関する自己申告書に虚偽があったことが判明し

　　　　　　　　　　たとき。

　　　 （厚生労働省所管法令違反に係る報告）

　　 　　第２９条　　 乙は、乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を受け又は送検された場合は、

　　　　　　　　　　速やかに甲に報告する。

　　　 （厚生労働省所管法令違反に係る契約解除）

　　　 　第３０条　　 甲は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続きを要せず、乙に対する書面による通知
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